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セーフティネット保証とは？
経営の安定に支障が生じている中小企業者を、一般保証（最大2.8
億円）とは別枠の保証の対象とする資金繰り支援制度。
○セーフティネット保証4号
幅広い業種で影響が生じている地域について、一般枠とは別枠
（最大2.8億円）で借入債務の100％を保証。
※売上高が前年同月比▲20％以上減少等の場合

○セーフティネット保証5号
特に重大な影響が生じている業種について、一般枠とは別枠（最
大2.8億円、４号と同枠）で借入債務の80％を保証。
※売上高が前年同月比▲5％以上減少等の場合

※ご利用手続の流れ（４号・５号）
①対象となる中小企業者の方は、本店等(個人事業主の方は主たる
事業所)所在地の市区町村に認定申請を行います。
②希望の金融機関又は最寄りの信用保証協会に認定書を持参し、
保証付き融資を申し込みます（事前相談も可）。
※ご利用には、別途、金融機関、信用保証協会による審査があります。
※保証制度の詳細については、お近くの信用保証協会までお問合わせください。

【お問合せ先】最寄りの信用保証協会
※経済産業省ＨＰ特設ページ内の「最寄りの信用保証協会」
または右のQRコードよりご確認いただけます。

※4号の対象地域及び５号の対象業種は？
 SN４号：3月2日に全都道府県を対象に指定しました。
 SN５号：3月6日に緊急的に40業種を追加指定したのに続き、

3月13日にも316業種を追加指定。これにより、508業種が対
象となります。なお、指定業種は経済産業省・中企庁HPより、ご
確認ください。

※3月13日から、業歴3ヶ月以上1年1ヶ月未満の事業者等については認
定基準の運用を緩和

土曜日・日曜日の連絡先については、3ページ「土日のご相談」を御確認ください。
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愛媛県信用保証協会は、頑張る中小企業の保証人になります。

愛媛県信用保証協会
C）サイトマッブ C)本所 ・ 支所のこ案内文字サイズ

EHIME GUARANTEE 
C)用語解説集 C)リンク集 サイト内検索 カスタム ［ニ

ホーム ＞ ご利用案内 ＞ 保証の内容

ご利用案内

保証の内容

中小企業者に対する一般的な保証の内容は以下のとおりです。
この他にも、資金ニ ーズに応じた様々な保証制度をご用意していますので、詳細について
は保証制度のご案内をご覧ください。

ご利用案内

ご利用いただける方

（保証制度のご案内＞）
．

保証の内容

保証限度額

個人・法人・医療法人 2億8,000万円以内

組合 4億8,000万円以内

※上記保証限度額のうち無担保保証の限度額は8,000万円です。
※国の施策による特別保証制度は、上記とは別枠で制度ごとに限度額が定められています。
※県・市町の制度融貧の保証については、それそれの制度要綱等に定める限度額となります。

資金使途

事業経営に必要な「運転資金」と「設備資金」に限られます。
生活資金、住宅棗金、投機棗金などにはお使いになれません。
また、金融機関から直接借入れた資金を返済するための資金（旧｛貴振替資金）も対象とな
りません。 （協会が特別に認めた場合を除く）

保証期間

運転黄金

設備資金

10年以内

15年以内（土地・建物取得資金については20年以内）

※設備資金は法定耐用年数内の期間設定を基本とします。
※県・市町の融資制度や保証協会制度で独自に期間を定めているものについては、各々の制度融資で

定めている期間によります。

担保

必要に応じて不動産などを提供していただきます。

連帯保証人

個人 原則として不要

法人（組合） 原則として法人代表者（代表理事）のみ必要

ご利用になれない方

申詰書式のご案内

保証協会団信のご案内

創業支援・経営支援につい
て

信用保証料について

寅任共有制度について

ログインはこちら

-- 2 

信朋炭証のご案内

保証月轄 ・ バンフレット
ディスクロジャー誌等

＇ご注意ください！！
・ ご利用と反社会的勢力について

•r -- — · ------鳳-· • 

「 - ＾ 

◎コンプライアンス

◎個人情報保護について

④個人番号及び
特定個人情報について

※実質的な経営者や営業許可名義人、事業継承予定者等、特段の理由がある場合は保証参加していた
だく場合があります。 馴l閂冒甘:�J'閃9累lilll』l
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--ー；／’-一 「経営者保証に関するガイドライン」の概要
全日本商工会議所と 国銀行協会を中心に「経営者保証に関するガイドライン研究会」が策定（平成26年2月より適用開始） 一

, I保証契約時等の対応 l 
9 」

► 保証を提供せずに資金調達を希望する場合は以下の経営状況が必要。

①法人と経営者の関係の明確な区分・分離、②財務基盤の強化、③適時適切な情報開示等
⇒債権者は、 保証を求めない可能性や代替的な融資手法（注1) を活用する可能性を検討。

やむを得ず保証契約を締結する場合、 保証契約の必要性等を丁寧かつ具体的に説明するとともに、 適切な保証
金額の設定に努める。

► 既存の保証契約の見直しの申入れ時にも、上記に即して適切に対応。
⇒ ．に ，＂．には = 罹 は 後、｀＇ に当然に 唖 主マ 1き，＇がせ

‘‘

吾 主，、、 の必 ＇生 めて 二、

するとともに、前経営者の保証契約の解除についても適切に判断。

l 保証債務の整理手続 ：
► 一律かつ形式的に経営者の交代は求めず、経営者の帰責性や経営資質等を総合的に勘案し、

経営者が引き続き経営に携わることに経済合理性が認められる場合には、これを許容。

► 残存資産の範囲の決定に際しては、破産手続における自由財産に加え、回収見込額の増加額
（注2) を上限として、一定期間の生計費に相当する額や華美でない自宅等を残存資産に含める
ことを検討。

⇒ガイドラインに基づき債務整理を行った保証人の情報は、 信用情報登録機関に報告・登録しない。

（注1) 停止条件又は解除条件付保証契約、 ABL 等
（注2)破産手続に至らなかったことや、 早期の清算手続の着手により保有資産の劣化防止が図られたことに伴う回収見込額の増加額

yshir
ハイライト表示

yshir
ハイライト表示



2020年03月19日　衆・地方創生特委　立国社　白石洋一資料　  
出典：愛媛新聞20200221付記事 （マーカーは白石洋一事務所加筆）

yshir
ハイライト表示

yshir
ハイライト表示

yshir
ハイライト表示

yshir
ハイライト表示

yshir
ハイライト表示

yshir
ハイライト表示

yshir
ハイライト表示

yshir
ハイライト表示

yshir
ハイライト表示


	1セーフティネット保証4&5号
	2保証の内容｜ご利用案内｜愛媛県信用保証協会（縦）
	3経営者保証ガイドライン
	4愛媛新聞-特殊詐欺20200221



